
（別添）

(百万円)

団体名
標準財政規模

（A)

臨時財政対策
債発行可能額

（B）

49,475 2,570

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支 地方債現在高
他会計からの
繰入金

一般会計 76,018 72,948 3,070 2,824 78,651 -

公共用地先行取得事業特別会計 325 325 - - 1,325 -

普通会計 77,711 74,631 3,080 2,819 83,749 -

２　１以外の特別会計の財政状況（公営企業を含む公営事業会計に係るもの） （百万円　，　％）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

＜法適用以外＞

形式収支
純損益

（実質収支）
企業債(地方
債)現在高

他会計からの
繰入金

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

（歳入） （歳出） （実質収支）
27,895 27,456 438 438
（歳入） （歳出） （実質収支）
15,522 15,089 433 433
（歳入） （歳出） （実質収支）
8,018 7,499 520 506
（歳入） （歳出） （実質収支）
69 61 8 8

（歳入） （歳出） （実質収支）
1,545 1,466 79 41
（歳入） （歳出） （実質収支）
147 128 18 18
（歳入） （歳出） （実質収支）
1,132 984 148 142
（歳入） （歳出） （実質収支）
2,086 1,859 227 190
（歳入） （歳出） （実質収支）
7,949 7,905 45 44

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。
　　　　　２．法適用企業に係るもの以外のものについては、「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示している。
　　　　　３．不良債務及び累積欠損金は、正数で表示している。

３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

＜法適用以外＞

形式収支
実質収支
（純損益）

地方債(企業
債)現在高

当該団体の
負担金割合

<法適用企業>

不良債務
<法適用企業>

累積欠損金
備考

東埼玉資源環境組合(一般廃棄物処理） 8,207 7,774 433 391 8,868 34.2 - -

東埼玉資源環境組合(電気） 878 878 - - 402 34.2 - -

埼玉県市町村総合事務組合（一般会計） 37,391 37,289 102 102 - 5.3 - -

埼玉県市町村総合事務組合（特別会計） 846 677 169 169 - - - -

越谷・松伏水道企業団
（総収益）
7248

（総費用）
6760

-
（純損益）
487

24,593 - - - 法適用企業

埼玉県都市競艇組合 45,370 44,101 1,269 1,269 - - - -

彩の国さいたま人づくり広域連合 473 458 15 15 - 0.7 - -

埼玉県後期高齢者医療広域連合 - - - - - - - -

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況 （百万円）

経常損益
資本又は
正味財産

当該団体か
らの出資金

当該団体か
らの補助金

当該団体から
の
貸付金

当該団体からの
債務保証に係
る債務残高

備考

（財）越谷市施設管理公社 14 91 30 - - -

越谷市土地開発公社 7 1,023 5 7 - 22,987

（財）越谷コミュニティセンター 25 78 9 - - -

（株）埼玉県東部流通センター 34 175 159 - - -

越谷コミュニティプラザ（株） 322 3,385 41 - - -

（株）パルテきたこし 21 148 10 - 287 -

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１９年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１６年度から平成１８年度の３カ年平均である。

-

-

-

-

-

-

-

- -

56,691

-

-

-

--

-

-

-

-

-

-

- - -

-

※基金から800
百万円繰入

-

-

-

107.9

98.9

-

-

合計
（A）＋（B)

52,045

備考

※基金から800
百万円繰入

越谷市

財政状況等一覧表（平成１８年度）

財政力指数 5.7

-

<法適用企業>

経常収支比率

-

国民健康保険特別会計

-

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.900

17.5

老人保健特別会計

<法適用企業>

経常収支比率

84.9

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

-

-

-

-

182

交通災害共済事業費特別会計

※一部普通会計に係
るものを含む。

介護保険特別会計 ---

-

※一部普通会計に係
るものを含む。

東越谷土地区画整理事業費特別会計

西大袋土地区画整理事業費特別会計

※一部普通会計に係
るものを含む。

七左第一土地区画整理事業費特別会計

越谷駅西口土地区画整理事業費特別会計

※一部普通会計に係
るものを含む。

-

-

8805,610

公共下水道事業費特別会計

9,224 9,410 △ 186病院事業会計

1,115

- 19

994 22

1,814 23

3,638

法適用企業

- 2,229

1,344-

- 1,248

- -

965


